
 

 

 

平成３０年７月豪雨により被害を受けられた皆様へ（一部負担金等免除関係） 

 

平成３０年７月の豪雨により被害を受けられた皆様には、心よりお見舞い申し上げます。 

当健保組合では、令和元年１２月末までの間、健康保険一部負担金等の免除を行っておりますが、令

和２年６月末まで引き続き免除を実施することといたしましたのでお知らせします。 

 

１ 一部負担金等の免除の対象となる方 

  平成３０年７月豪雨にかかる災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）の適用市町村に住所を有す

る被保険者または被扶養者の方で、次のいずれかの申立てをした方。 

 ① 住家の全半壊、全半焼またはこれに準ずる被災をした旨 

 ② 主たる生計維持者が死亡しまたは重篤な傷病を負った旨 

 ③ 主たる生計維持者の行方が不明である旨 

 

２ 一部負担金等の免除期間 

  令和２年６月３０日 

 

３ 免除証明書の発行 

  一部負担金等の免除を受けるためには、医療機関等の窓口に被保険者証とともに一部負担金等にか

かる免除証明書を提示する必要があります。 

  「健康保険一部負担金等免除申請書（様式１）を記入し、申請書に被災状況が確認できる書類（罹

災証明書等）を添付の上、当健保組合へ郵送してください。 

※ 令和元年１２月３１日までに免除証明書が発行されている方は、延長された免除期間にかかる免

除証明書が送付されますので、新たな申請は不要です。 

 

４ 一部負担金等の還付 

  一部負担金等の免除対象となる方が、既に医療機関等の窓口で一部負担金等を支払った場合は、一

部負担金等の還付を受けることができます。 

  健康保険一部負担金等還付申請書（様式２）を記入し、還付を受けようとする一部負担金等の領収

書（原本）を添付の上、当健保組合へ郵送してください。 

※ 上記３、４ともに、入院時の食費、居住費、柔道整復、あんま・マッサージ、はり灸などは対象

となりませんので、ご注意ください。 
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